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6． 再生可能エネルギー分野のロードマップと今後の課題 

6.1  再生可能エネルギー分野のロードマップ 

1．再生可能エネルギー導入加速化の必要性から 5．再生可能エネルギーの導入に伴う効

果・影響分析までの検討結果を踏まえ、再生可能エネルギー分野のロードマップを図 6-1

～図 6-7 のとおりとりまとめた。 
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(1) 再生可能エネルギーの普及基盤を確立するための支援ロードマップ 

2010 2020 20501990 2013 2015 2030

◆経済的措置、導入
促進のための制度
設計等

制度設計

（※事業用発電に対してはIRR（内部収益率）4～6%の水準）

事業投資※を促す水準での固定価格買取
必要に応じた制度見直し

太陽光発電に
対する施策

制度設計

（※事業用発電に対してはIRR（内部収益率）1～13%の水準）

事業投資※を促す水準での固定価格買取
必要に応じた制度見直し

上記以外に
対する施策

住宅：市場価格＋環境価値買取
住宅以外：入札制度

市場価格＋環境価値買取

自然環境、地域環境・社会等に適した技術の開発

革新的技術・未利用エネルギー技術の開発、実証実験の実施、実用化の加速

太陽光変換効率向上、洋上風力発電、波力発電、潮流・海流発電、地中熱利用、温泉熱利用、蓄エネルギーなど

地熱坑井の傾斜掘削技術、環境に配慮した施設設計、風力発電のバードストライク防止技術、
第二世代バイオ燃料技術、地域社会に受け入れられるデザイン・意匠など

◆再生可能エネルギー
技術の開発等

新たな発電技術を対象
とした固定価格買取等

成熟市場への移行と
電力市場での自律的導入

固定価格買取制度による市場の確立

共通 優先接続・優先給電のルール整備

価格競争力のある技術は
大規模施設から順次導入の義務化
（グリーンオブリゲーション）

地方公共団体によ
る導入検討義務化

大規模施設における導入検討義務化

赤字：昨年度から追加した要素

入札制度
固定価格買取制度継続

開発段階（適地選定）における補助制度

再生可能エネルギーの普及基盤を確立するための支援

行

程

表

 

温室効果ガス排出量を削減するための対策を推進するための施策 左記の施策を導入するために予め行っておくべき施策
 

図 6-1 再生可能エネルギー普及基盤確立のための支援ロードマップ（電気） 
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2010 2020 20501990 2013 2015 2030

初期負担に対する補助金

住宅・小規模非住
宅の熱利用推進

共通

大規模非住宅の
熱利用推進 建物熱グリーン化措置の義務化

（グリーンオブリゲーション）

適用範囲拡大

市場の確立
再エネ熱を含む建物熱グリーン化

のための義務施策への移行

地方公共団体に
よる導入検討義

務化

大規模施設における
再エネ熱導入検討義務化

グリーン熱証書制度の導
入

グリーン熱証書の市場活性化
（需要家に対するグリーン

オブリゲーション）

自然環境、地域環境・社会等に適した技術の開発

地域社会に受け入れられるデザイン・意匠、地中熱

住宅等に対する施策

事業者等に対する施策

エネ事業者への熱証書保有義務

熱証書活用

インセンティブ付リース等による初期負担軽減

（供給構造高度化法による
エネ事業者への保有義務）

熱計量技術の開発、計測の実施と評価手法確立、
最適な補助熱源との組合せを消費者が選択可能な仕組みの構築

赤字：昨年度から追加した要素

◆経済的措置、導入
促進のための制度
設計等

基金等を活用した継続的な補助金制度

熱システム設計・管理指針の作成

安定したバイオ燃料供給体制の確立

◆再生可能エネル
ギー技術の開発等

再生可能エネルギーの普及基盤を確立するための支援

行

程

表

ハウスメーカへの
再エネ熱設備販売奨励

建物熱グリーン化措置の導入義務化
（グリーンオブリゲーション）

エネ事業者による
自主的プログラム拡大

ハウスメーカへの
再エネ熱説明義務化

 

温室効果ガス排出量を削減するための対策を推進するための施策 左記の施策を導入するために予め行っておくべき施策
 

図 6-2 再生可能エネルギー普及基盤確立のための支援ロードマップ（熱等） 
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2010 2020 20501990 2013 2015 2030

◆再生可能エネ事業の
金融リスク・負担の
軽減

◆関連情報データベー
スの整備

私的保証制度への移行

ポテンシャル・開発適地及び不適地（ゾーニング）情報の整備

再生可能エネルギー普及に向けた行動計画の策定と進捗状況点検による見直し

開発適地調査・FS等への助成

インセンティブ付リース等による初期負担軽減

地域金融機関等を活用した資
金調達の検討 各地域のニーズに応じた資金調達方法の確立

プロジェクトファイナン
ス評価方法検討 各地域の特性を踏まえた評価システムの確立

稼働率保証制度設計・試験運用

ワンストップ窓口の整備による情報提供

公的機関による
利子補給

公的機関による
債務保証

再生可能エネルギー統計整備

事前検討

事前検討

再生可能エネルギーの普及基盤を確立するための支援

熱需要マップ

政府系金融機関によるツーステップローン

詳細ビジネス事例集・資金フロー事例整備

赤字：昨年度から追加した要素

行

程

表

地域資本・市民出資連携によるビジネスモデル確立官民ファンドの創設・運営

広報誌等を活用した情報発信
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図 6-3 再生可能エネルギー普及基盤確立のための支援ロードマップ（共通部分） 
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(2) 社会システム変革のための施策 

2010 20201990

行

程

表

2013 2015 2030

普及啓発活動による国民の認知度向上◆社会的受容性・認知
度の向上

◆関連法規の見直し等

自主的導入の促進、利用への理解の醸成

情報収集、データベース整備
施工業者の登録・資
格制度の導入、維持
管理の義務付け

再生可能エネルギーと
親和的な社会システム

の構築
住宅新改築時のアドバイス実施再生可能エネルギー

導入アドバイザーの
養成、ツール開発

再生可能エネルギー機器・省エネ機器の最適組み合わせ等の情報提供

自主的導入の促進の
ための方策

利用への理解の醸成
のための方策

再生可能エネルギーの普及段階に応じた社会システムの変革のための施策

◆地域の特性を生かし
た再生可能エネル
ギーの導入

都道府県、政令
指定都市など

市区町村など

水利権、漁業権など

関連諸法規の要件・運用見直し、新技術の早期規格化

透明性確保、電気事業法・道路法など、高濃度バイオ燃料の早期規格化など

環境未来都市・復興特区等によるモデル事業
中小水力、地熱・バイオマス、太陽光、太陽熱、地中熱、風力利用など

関連権利の調整

地球温暖化対策のための税の導入、税制全体のグリーン化を検討

国内排出量取引制度の導入による再生可能エネルギーの普及促進

再生可能エネルギーの率先導入、独自の支援策の実施、地域社会の仕組みづくり

まちづくりや地域振興のための再生可能エネルギー活用

太陽光発電等設置・運用事業者の公募等による公共施設への導入促進

コーチ人材育成

地域の人材、資源、市民資金などを活用した
再生可能エネルギー導入促進協議会の設立と

運営による地域活性化・地域振興

事前検討

大手資本・地域資本・市民出資連携によるビジネスモデル確立

事前検討

認定・保証制度の拡充

2050

事業化協議会の設置・運営の支援

専門人材の認定・派遣

チェックリストの整備と公開

赤字：昨年度から追加した要素

地域の再生可能エネルギー
導入専門家の養成

受け皿会社の確保・紹介

モデル契約書等の技術的側面の整備と公開
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図 6-4 再生可能エネルギーの普及段階に応じた社会システム変革のための施策ロードマップ 
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(3) 次世代のエネルギー供給インフラ整備の推進 

既存インフラを最大限利用した
再生可能電力大量導入への対応

再生可能電力優先接続に関する制度整備

2010 2020 20501990

◆次世代送配電ネッ
トワークの検討

◆スマートグリッド
の整備、進化

2013 2015 2030

◆既存電力系統シス
テム上での対策

◆再生可能エネル
ギーの大量導入に
向けた制度整備

配電電圧の昇圧

電力安定供給の担い手の多様化に応じた制度設計

電力のビジネスモデルの進化
（電力会社の売上・利益と電力販売量のデカップリング）

次世代のエネルギー供給インフラの整備の推進

行

程

表

需要家の省エネ支援に対する
電力会社へのインセンティブ付与

電

力

系

統

送電線・配電線の空容量分析

アクセス用送配電線の計画的整備

全系統電源の活用

送電システムの増強

需要調整効果を反映した需給計画、設備計画

需要調整制御：ダイナミックプライシング

スマートメータの導入、エネルギー・マネジメント装置の計画的な導入

蓄エネルギー・能動化機能付き需要技術の普及

蓄電システム
の導入

不要解列防止機能・単独運転防止機能の開発

低
炭
素
型
の
総
合
的
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
シ
ス
テ
ム
の
確
立

「スマートグリッド」
の確立・展開

日本発スマートグリッドの海外展開

既存インフラ（揚水発電・地域間連系線等）運用の見直し

気象情報・再生可能電力
出力の多地点計測体制の確立

局所的対策の実施（配電トランスの設置、電圧調整装置の設置）

無効電力制御活用等による出力抑制機能付き再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ発電の開発・普及

余剰電力のｴﾈﾙｷﾞｰ
ｷｬﾘｱ転換の段階的実施

発電量予測の本格運用、
需給制御・マネジメントの運用開始

太陽光発電ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑの構築・運用、
気象データの蓄積、発電予測の試行

必要に応じた太陽光、
風力発電等の出力抑制 太陽光、風力発電等の

出力抑制の高度化

需要調整

ｴﾈﾙｷﾞｰ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ装置による
自律的制御

ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ･
電気自動車の充電制御の活用

蓄電ｼｽﾃﾑ、V2G（Vehicle to Grid：
自動車と系統との電力融通）の活用

事前検討

市場機能の活用に向けた
制度設計等準備

需要調整を導く
料金制度・設定

電力市場整備

ｴﾈﾙｷﾞｰｷｬﾘｱ転換
関連ｲﾝﾌﾗ整備技術開発水準を考慮した余剰電力のｴﾈﾙｷﾞｰｷｬﾘｱ転換構想の検討

赤字：昨年度から追加した要素
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中位
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低位
中位

高位

 

図 6-5 次世代のエネルギー供給インフラ整備推進ロードマップ（電力系統） 
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2010 2020 20501990 2012 2015 2030

◆バイオ燃料供給イ
ンフラ

◆水素供給インフラ 技術開発水準を考慮した水素供給構想の検討、実証、

◆ガス供給インフラ
天然ガスパイプラインの整備、都市ガスインフラのバイオガス注入、熱と電気が有効活用できる
スマートエネルギーネットワークの活用のための支援、導入検討の義務化、導入の義務化

バイオ燃料生産・製造のための経済的支援

既存の燃料流通インフラの高濃度バイオ燃料対応化のための経済的支援

導
入
目
標

次世代のエネルギー供給インフラの整備の推進

行

程

表

◆次世代供給インフ
ラ整備のためのイ
ンセンティブ付与

地球温暖化対策税導入による次世代のエネルギー供給インフラの整備

電
力
系
統
以
外

共
通

国内排出量取引制度を契機とした次世代のエネルギー
供給インフラの整備

低
炭
素
型
の
総
合
的
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
シ
ス
テ
ム
の
確
立

◆熱供給インフラ
熱導管敷設に関する規制法の
運用ﾙｰﾙのｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ化、規制緩和

段階的な実用化
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図 6-6 次世代のエネルギー供給インフラ整備推進ロードマップ（電力系統以外・共通） 
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(4) 地域が地域のために支援する施策パッケージ（一部再掲） 

2010 20201990

行

程

表

2013 2015 2030

地域が地域のために再生可能エネルギーの導入拡大を支援する施策パッケージ

◆地域の特性を生かし
た再生可能エネル
ギーの導入

都道府県、政令
指定都市など

市区町村など

建物熱グリーン化措置の義務化
（グリーンオブリゲーション）

地方公共団体

による導入検討

義務化

大規模施設における
再エネ導入検討義務化

2050

◆経済的措置、導入
促進のための制度
設計等

再生可能エネルギーの率先導入、独自の支援策の実施、地域社会の仕組みづくり

まちづくりや地域振興のための再生可能エネルギー活用

太陽光発電等設置・運用事業者の公募等による公共施設への導入促進

事業化協議会の設置・運営の支援
地域の人材、資源、市民資金などを活用した
再生可能エネルギー導入促進協議会の設立と

運営による地域活性化・地域振興

◆関連法規の見直し等
環境未来都市・復興特区等によるモデル事業

中小水力、地熱・バイオマス、太陽光、太陽熱、地中熱、風力利用など

信用保証、制度融資等の金融支援制度

地球温暖化対策推進法にもとづく地方公共団体実行計画（区域施策編）の策定

条例による再生可能エネルギーを活用した地域づくり

赤字：昨年度から追加した要素

価格競争力のある発電技術は
大規模施設から順次導入の義務化
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図 6-7 地域が地域のために支援する施策パッケージロードマップ 
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6.2  今後の課題 

今年度調査を踏まえた、次年度以降の検討課題を表 6-1 に示す。 

表 6-1 分野別の検討課題 

分野 課題 

再生可能

エネルギ

ー 

電気 

• 調達価格の区分について、規模別のコストの実態を踏まえた整理を行う必

要がある。 

• 回避可能費用単価の算出方法を明らかにしつつ、必要に応じてより適切な

算出方法に改める必要がある。 

• 我が国の固定価格買取制度の運用に伴う課題点を早めに摘み取り、安定的

かつ実効的な運用とする必要がある。 

• 海外動向を踏まえつつ、固定価格買取制度の先に続く支援の在り方を具体

化させる必要がある。 

電力 

システム 

• 電力システム改革の動向を踏まえた、市場のあり方に関する検討を進める

必要がある。 

• 実効性の高い DSM の具体的な方策の検討、及びこれを系統モデルに組み込

んだ際の定量的評価を行う必要がある。 

• ドイツの RE インテグレーションに関する動向（20 の技術オプション提示

後の具体の政策の検討動向、容量市場の議論等）等を把握しつつ、我が国

への示唆の分析を行う必要がある。 

再生可能

エネルギ

ー熱等 

• 熱版 FIT や導入義務化といった、インパクトの強い施策案を具体化させる

必要がある。 

• バイオマス熱及び燃料の利用拡大の必要性を明らかにし、支援策を検討す

る必要がある。 

• 熱需要を地域や業種別に把握し、その実情にあった現実的な再生可能エネ

ルギー熱導入を検討する必要がある。 

• モデル地域等にて、今年度示した再生可能エネルギー熱の支援策の具体化

を進める必要がある。 

データ 

ベース 

• 再生可能エネルギーの設備情報、発電電力量、ポテンシャル量などを収集

し一元的に管理・公開する仕組み作りを進める必要がある。 

地域 

ビジネス 

• 大資本と地域資本の連携の在り方、連携を念頭にした課題や施策を整理す

る必要がある。 

• 地域経済に貢献する方法・スキームを整理する必要がある。 

• 地域主導を念頭においた自治体施策の在り方を整理する必要がある。その

際は、自治体の多様性（人口、地理的特性、経済規模等）に留意する。 

• エネルギー種に着目し、特に地域色の強い、中小水力、温泉に特化して課

題・施策を整理する必要がある。 

導入 

見込量 

・太陽光以外の再生可能エネルギーの支援レベルに応じた導入見込量の推計   

方法を検討する必要がある。 

• 再生可能エネルギー熱の導入コスト情報を収集する必要がある。 

• 地中熱や未利用熱の特性を踏まえ、より高い効果を得られるケースを特定

する必要がある。 

• 全国のどの地域にどの程度の導入を見込んでいるか示す必要がある。 

効果・影響

分析 

• 波及効果・雇用創出効果推計にあたり、地域間連携に伴う効果について、

金融という視点も踏まえつつ分析を進める必要がある。 


